
市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表((((平成平成平成平成21212121年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))
青森県 三沢市青森県 三沢市青森県 三沢市青森県 三沢市

人 口
面 積
標準 財政 規模
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支

42,226
119.97

10,044,914
20,328,563
19,696,625

573,043

人(H22.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

財政力財政力財政力財政力

財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.50][0.50][0.50][0.50]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

42/12842/12842/12842/128
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

0.550.550.550.55
青森県市町村平均青森県市町村平均青森県市町村平均青森県市町村平均
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1.101.101.101.10

0.450.450.450.45
0.460.460.460.460.460.460.460.460.450.450.450.450.420.420.420.42

H21H20H19H18H17

0.500.500.500.50
0.510.510.510.510.500.500.500.500.490.490.490.490.480.480.480.48

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [89.4%][89.4%][89.4%][89.4%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

40/12840/12840/12840/128
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

91.891.891.891.8
青森県市町村平均青森県市町村平均青森県市町村平均青森県市町村平均

91.491.491.491.4

(%)
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72.972.972.972.9
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92.892.892.892.8
94.894.894.894.893.793.793.793.794.194.194.194.1

H21H20H19H18H17

89.489.489.489.490.290.290.290.2
92.192.192.192.190.690.690.690.691.891.891.891.8

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの状況状況状況状況

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額 [[[[146146146146,,,,849849849849円円円円]]]]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

82/12882/12882/12882/128
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

115,856115,856115,856115,856
青森県市町村平均青森県市町村平均青森県市町村平均青森県市町村平均

110,478110,478110,478110,478
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84,14184,14184,14184,141

138,484138,484138,484138,484
132,816132,816132,816132,816132,082132,082132,082132,082130,591130,591130,591130,591

143,738143,738143,738143,738

H21H20H19H18H17

146,849146,849146,849146,849
143,827143,827143,827143,827149,416149,416149,416149,416150,765150,765150,765150,765157,441157,441157,441157,441

給与水準   給与水準   給与水準   給与水準   （（（（国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数 [94.4][94.4][94.4][94.4]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

34/12834/12834/12834/128
全国市平均全国市平均全国市平均全国市平均

98.898.898.898.8
全国町村平均全国町村平均全国町村平均全国町村平均
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95.695.695.695.695.895.895.895.895.695.695.695.695.795.795.795.7

H21H20H19H18H17

94.494.494.494.4
94.494.494.494.494.694.694.694.694.094.094.094.094.594.594.594.5

定員管理定員管理定員管理定員管理のののの状況状況状況状況

人口千人当人口千人当人口千人当人口千人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数 [[[[10101010....02020202人人人人]]]]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

75/12875/12875/12875/128
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

7.337.337.337.33
青森県市町村平均青森県市町村平均青森県市町村平均青森県市町村平均

7.027.027.027.02

(人)
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9.629.629.629.62
9.509.509.509.509.719.719.719.719.609.609.609.6010.2310.2310.2310.23

H21H20H19H18H17

10.0210.0210.0210.02
9.939.939.939.9310.2110.2110.2110.2110.5210.5210.5210.5210.8810.8810.8810.88

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの状況状況状況状況

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [18.4%][18.4%][18.4%][18.4%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

92/12892/12892/12892/128
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

11.211.211.211.2
青森県市町村平均青森県市町村平均青森県市町村平均青森県市町村平均

16.716.716.716.7

(%)
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15.715.715.715.716.416.416.416.416.516.516.516.517.417.417.417.416.316.316.316.3

H21H20H19H18H17

18.418.418.418.4
19.619.619.619.619.919.919.919.920.320.320.320.320.320.320.320.3

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの状況状況状況状況

将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率 [181.5%][181.5%][181.5%][181.5%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

107/128107/128107/128107/128
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

92.892.892.892.8
青森県市町村平均青森県市町村平均青森県市町村平均青森県市町村平均

155.0155.0155.0155.0

(%)
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H21H20H19H18H17

181.5181.5181.5181.5
196.1196.1196.1196.1172.7172.7172.7172.7

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

財政力財政力財政力財政力

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの
状況状況状況状況

給与水準給与水準給与水準給与水準
   （   （   （   （国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

定員管理定員管理定員管理定員管理のののの状況状況状況状況

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの状況状況状況状況

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの状況状況状況状況

類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均

三沢市三沢市三沢市三沢市
※※※※類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均をををを100100100100としたとしたとしたとした
　　　　ときのときのときのときの比率比率比率比率でででで表表表表したしたしたした。。。。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。
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分析欄分析欄分析欄分析欄
【財政力指数】
　　 財政力指数は、前年度より０．０１ポイント減少した。これは、地域雇用創出対策費の新設、臨時
　財政対策債の元利償還金の算入などにより基準財政需要額が増となったことが主な要因となってい
  る。また、依然として全国平均を下回っていることから、今後も市税徴収率の向上等の取り組みによ
  り自主財源の確保を図り、財政基盤の強化に努めていく。

【経常収支比率】
      歳入面では、普通交付税及び臨時財政対策債の伸び、歳出面では、人件費及び公債費の抑制
  等により、前年度より０．８％減少した。今後、生活保護費等の社会福祉関係経費の増加が見込ま
  れることから、さらなる、人件費や物件費の節減を図り、また、市税徴収率の向上などにより経常一
  般財源の増収に努める等、比率の抑制を図る。

【人口一人当たりの人件費・物件費等決算額】
      人口一人当たりの人件費・物件費等決算額が、前年度より増加しているが、これは維持補修費
  （除雪費）が増加したことによることが要因となっている。また、ごみ処理施設や消防業務など、一部
  事務組合では行わず単独で行っていることにより、維持管理経費が人件費及び物件費に計上され
  ることで、類似団体、全国及び県内市町村の平均より高い要因となっている。今後も、委託料の見
  直しや収支均衡策等の推進などのより、経費の削減に努めていく。

【ラスパイレス指数】
     類似団体、全国市町村及び県内市町村の平均を下回っている。今後も引き続き、給料の適正化

  に努めていく。

【将来負担比率】
      早期健全化基準の３５０％を下回っているものの、類似団体、全国及び県内市町村の平均を上回っ
   ている。今後も、病院事業等の公営企業債の負担の増加が見込まれることから、将来への負担を少し
   でも軽減するよう、新規の起債の抑制や繰上償還の実施などにより、比率の適正化に努めていく。

【実質公債比率】
      新規の起債の抑制や繰上償還により、前年度より１．２％改善されたものの、依然として、類似団体、
   全国及び県内市町村の平均を上回っている。また、地方債の許可基準である１８％を超えていることか
   ら、さらなる新規の起債の抑制や繰上償還の実施などにより、比率の適正化に努めていく。

【人口千人当たりの職員数】
      指定管理の導入など職員数の削減に努め、年々改善がみられているものの、依然として類似団体、
　 全国市町村及び県内市町村の平均を上回っている。当市には、米軍基地が所在しているため、その
   ことによる騒音問題、電波障害、事件事故等各種基地問題を解決するための部署を設置しており、そ
   のことが平均より高くなっている要因となっている。また、消防業務を一部事務組合で行わず、単独で
   行っているため、その分の職員数が計上されていることも要因となっている。今後、民間委託の推進、
   組織の見直しや消防の広域化の検討も含め、職員数の適正化に努めていく。


